
　児童・生徒の数
　学級数等で算定

教育委員会の権限事務に係る教育長の臨時代理（県議会議案「沖縄県学校

職員定数条例の一部を改正する条例」に対する意見）

学校人事課

１ 概 要

令和４年第１回沖縄県議会（２月定例会）に知事が提出を予定している議案「沖縄県

学校職員定数条例の一部を改正する条例」に係る、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第29条の規定に基づく意見聴取に対する回答について、教育委員会会議を開催す

る時間的余裕がなかったことから、令和４年２月７日に「沖縄県教育委員会の議決事項

及び教育長に委任する事項等に関する規則」第７条第１項に基づき、教育長による臨時

代理により回答した。

２ 「沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例」案の概要

「沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例」案は、県立高等学校、県立特別支

援学校及び県立中学校の職員並びに市町村立小学校及び中学校の職員の定数を改正する

議案である。

【改正案の内容】

沖縄県学校職員定数条例（昭和47年沖縄県条例第52号）の一部を次のように改正する。

第２条の表県立高等学校の項中「4,034人」を「4,006人」に改め、同表県立特別支援

学校の項中「1,851人」を「1,922人」に改め、同表県立中学校の項中「49人」を「50

人」に改め、同表市町村立小学校及び中学校の項中「10,482人」を「10,813人」に改

め、 同表合計の項中「16,416人」を「16,791人」に改める。

※施行日 令和４年４月１日

【参考】 教職員定数算定の基礎

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令」

「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」

「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律施行令」

《 令和４年度教職員条例定数 》

区 分 R４定数 R３定数 対前年度 増減の主な理由

１ 県立高等学校 4,006 4,034 ▲28 生徒数(収容定員)の減による

２ 県立特別支援学校 1,922 1,851 71 学級数の増による

３ 県立中学校 50 49 1 県立中学校準備室開設による

４ 市町村立小・中学校 10,813 10,482 331 学級数の増による

合 計 16,791 16,416 375

３ 臨時代理した意見の内容

議案「沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例」は、児童生徒数の増減等によ

り、毎年度、学校職員定数を改めるものであることから、異議がない旨を回答した。

令和４年第２回教育委員会会議 報告事項（３）
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参 照 条 文
○ 地 方 教 育 行 政 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 法 律

（ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ）

（ 指 導 主 事 そ の 他 の 職 員 ）

第 十 八 条 都 道 府 県 に 置 か れ る 教 育 委 員 会 （ 以 下 「 都

道 府 県 委 員 会 」 と い う 。 ） の 事 務 局 に 、 指 導 主 事 、

事 務 職 員 及 び 技 術 職 員 を 置 く ほ か 、 所 要 の 職 員 を 置

く 。

２ 市 町 村 に 置 か れ る 教 育 委 員 会 （ 以 下 「 市 町 村 委 員

会 」 と い う 。 ） の 事 務 局 に 、 前 項 の 規 定 に 準 じ て 指

導 主 事 そ の 他 の 職 員 を 置 く 。

３ 指 導 主 事 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 学 校 （ 学 校 教 育 法

（ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十 六 号 ） 第 一 条 に 規 定 す る

学 校 及 び 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総

合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第

七 十 七 号 ） 第 二 条 第 七 項 に 規 定 す る 幼 保 連 携 型 認 定

こ ど も 園 （ 以 下 「 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 」 と い

う 。 ） を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お け る 教 育 課 程 、 学

習 指 導 そ の 他 学 校 教 育 に 関 す る 専 門 的 事 項 の 指 導 に

関 す る 事 務 に 従 事 す る 。

４ 指 導 主 事 は 、 教 育 に 関 し 識 見 を 有 し 、 か つ 、 学 校

に お け る 教 育 課 程 、 学 習 指 導 そ の 他 学 校 教 育 に 関 す

る 専 門 的 事 項 に つ い て 教 養 と 経 験 が あ る 者 で な け れ

ば な ら な い 。 指 導 主 事 は 、 大 学 以 外 の 公 立 学 校 （ 地

方 公 共 団 体 が 設 置 す る 学 校 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の

教 員 （ 教 育 公 務 員 特 例 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 一

号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 教 員 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） を も つ て 充 て る こ と が で き る 。

５ ～ ９ （ 略 ）

（ 教 育 機 関 の 設 置 ）

第 三 十 条 地 方 公 共 団 体 は 、 法 律 で 定 め る と こ ろ に よ

り 、 学 校 、 図 書 館 、 博 物 館 、 公 民 館 そ の 他 の 教 育 機

関 を 設 置 す る ほ か 、 条 例 で 、 教 育 に 関 す る 専 門 的 、

技 術 的 事 項 の 研 究 又 は 教 育 関 係 職 員 の 研 修 、 保 健 若

し く は 福 利 厚 生 に 関 す る 施 設 そ の 他 の 必 要 な 教 育 機

関 を 設 置 す る こ と が で き る 。

（ 教 育 機 関 の 職 員 ）

第 三 十 一 条 前 条 に 規 定 す る 学 校 に 、 法 律 で 定 め る と

こ ろ に よ り 、 学 長 、 校 長 、 園 長 、 教 員 、 事 務 職 員 、

技 術 職 員 そ の 他 の 所 要 の 職 員 を 置 く 。

２ 前 条 に 規 定 す る 学 校 以 外 の 教 育 機 関 に 、 法 律 又 は

条 例 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 事 務 職 員 、 技 術 職 員 そ

の 他 の 所 要 の 職 員 を 置 く 。

３ 前 二 項 に 規 定 す る 職 員 の 定 数 は 、 こ の 法 律 に 特 別

の 定 が あ る 場 合 を 除 き 、 当 該 地 方 公 共 団 体 の 条 例 で

定 め な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 臨 時 又 は 非 常 勤 の

職 員 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

（ 任 命 権 者 ）

第 三 十 七 条 市 町 村 立 学 校 職 員 給 与 負 担 法 （ 昭 和 二 十

三 年 法 律 第 百 三 十 五 号 ） 第 一 条 及 び 第 二 条 に 規 定 す

る 職 員 （ 以 下 「 県 費 負 担 教 職 員 」 と い う 。 ） の 任 命

権 は 、 都 道 府 県 委 員 会 に 属 す る 。

２ 前 項 の 都 道 府 県 委 員 会 の 権 限 に 属 す る 事 務 に 係 る

第 二 十 五 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 第

四 号 中 「 職 員 」 と あ る の は 、 「 職 員 並 び に 第 三 十 七

条 第 一 項 に 規 定 す る 県 費 負 担 教 職 員 」 と す る 。

（ 県 費 負 担 教 職 員 の 定 数 ）

第 四 十 一 条 県 費 負 担 教 職 員 の 定 数 は 、 都 道 府 県 の 条

例 で 定 め る 。 た だ し 、 臨 時 又 は 非 常 勤 の 職 員 に つ い

て は 、 こ の 限 り で な い 。

２ 県 費 負 担 教 職 員 の 市 町 村 別 の 学 校 の 種 類 ご と の 定

数 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 定 数 の 範 囲 内

で 、 都 道 府 県 委 員 会 が 市 町 村 委 員 会 の 意 見 を き い て

定 め る 。
○ 地 方 教 育 行 政 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 法 律 施

行 令 （ 昭 和 三 十 一 年 政 令 第 二 百 二 十 一 号 ）

第 五 条 法 第 十 八 条 第 四 項 後 段 の 規 定 に よ り 指 導 主 事

に 充 て ら れ た 教 員 は 、 そ の 充 て ら れ た 期 間 中 、 当 該

公 立 学 校 の 教 員 の 職 を 保 有 す る が 、 教 員 の 職 務 に 従

事 し な い 。

○ 市 町 村 立 学 校 職 員 給 与 負 担 法 （ 昭 和 二 十 三 年

法 律 第 百 三 十 五 号 ）

（ 市 町 村 立 小 中 学 校 等 職 員 の 給 与 の 都 道 府 県 負 担 ）

第 一 条 市 （ 特 別 区 を 含 む 。 ） 町 村 立 の 小 学 校 、 中 学

校 、 中 等 教 育 学 校 の 前 期 課 程 及 び 特 別 支 援 学 校 の 校

長 （ 中 等 教 育 学 校 の 前 期 課 程 に あ つ て は 、 当 該 課 程

の 属 す る 中 等 教 育 学 校 の 校 長 と す る 。 ） 、 副 校 長 、



教 頭 、 主 幹 教 諭 、 指 導 教 諭 、 教 諭 、 養 護 教 諭 、 栄 養

教 諭 、 助 教 諭 、 養 護 助 教 諭 、 寄 宿 舎 指 導 員 、 講 師

（ 常 勤 の 者 及 び 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第

二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短

時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 者 に 限 る 。 ） 、 学 校 栄 養 職 員

（ 学 校 給 食 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 号 ） 第 七

条 に 規 定 す る 職 員 の う ち 栄 養 の 指 導 及 び 管 理 を つ か

さ ど る 主 幹 教 諭 並 び に 栄 養 教 諭 以 外 の 者 を い い 、 同

法 第 六 条 に 規 定 す る 施 設 の 当 該 職 員 を 含 む 。 以 下 同

じ 。 ） 及 び 事 務 職 員 の う ち 次 に 掲 げ る 職 員 で あ る も

の の 給 料 、 扶 養 手 当 、 地 域 手 当 、 住 居 手 当 、 初 任 給

調 整 手 当 、 通 勤 手 当 、 単 身 赴 任 手 当 、 特 殊 勤 務 手

当 、 特 地 勤 務 手 当 （ こ れ に 準 ず る 手 当 を 含 む 。 ） 、

へ き 地 手 当 （ こ れ に 準 ず る 手 当 を 含 む 。 ） 、 時 間 外

勤 務 手 当 （ 学 校 栄 養 職 員 及 び 事 務 職 員 に 係 る も の と

す る 。 ） 、 宿 日 直 手 当 、 管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 、 管

理 職 手 当 、 期 末 手 当 、 勤 勉 手 当 、 義 務 教 育 等 教 員 特

別 手 当 、 寒 冷 地 手 当 、 特 定 任 期 付 職 員 業 績 手 当 、 退

職 手 当 、 退 職 年 金 及 び 退 職 一 時 金 並 び に 旅 費 （ 都 道

府 県 が 定 め る 支 給 に 関 す る 基 準 に 適 合 す る も の に 限

る 。 ） （ 以 下 「 給 料 そ の 他 の 給 与 」 と い う 。 ） 並 び

に 定 時 制 通 信 教 育 手 当 （ 中 等 教 育 学 校 の 校 長 に 係 る

も の と す る 。 ） 並 び に 講 師 （ 公 立 義 務 教 育 諸 学 校 の

学 級 編 制 及 び 教 職 員 定 数 の 標 準 に 関 す る 法 律 （ 昭 和

三 十 三 年 法 律 第 百 十 六 号 。 以 下 「 義 務 教 育 諸 学 校 標

準 法 」 と い う 。 ） 第 十 七 条 第 二 項 に 規 定 す る 非 常 勤

の 講 師 に 限 る 。 ） の 報 酬 及 び 職 務 を 行 う た め に 要 す

る 費 用 の 弁 償 （ 次 条 に お い て 「 報 酬 等 」 と い う 。 ）

は 、 都 道 府 県 の 負 担 と す る 。

一 義 務 教 育 諸 学 校 標 準 法 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に 基

づ き 都 道 府 県 が 定 め る 小 中 学 校 等 教 職 員 定 数 及 び

義 務 教 育 諸 学 校 標 準 法 第 十 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ

き 都 道 府 県 が 定 め る 特 別 支 援 学 校 教 職 員 定 数 に 基

づ き 配 置 さ れ る 職 員 （ 義 務 教 育 諸 学 校 標 準 法 第 十

八 条 各 号 に 掲 げ る 者 を 含 む 。 ）

二 公 立 高 等 学 校 の 適 正 配 置 及 び 教 職 員 定 数 の 標 準

等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 八 十 八

号 。 以 下 「 高 等 学 校 標 準 法 」 と い う 。 ） 第 十 五 条

の 規 定 に 基 づ き 都 道 府 県 が 定 め る 特 別 支 援 学 校 高

等 部 教 職 員 定 数 に 基 づ き 配 置 さ れ る 職 員 （ 特 別 支

援 学 校 の 高 等 部 に 係 る 高 等 学 校 標 準 法 第 二 十 四 条

各 号 に 掲 げ る 者 を 含 む 。 ）

三 特 別 支 援 学 校 の 幼 稚 部 に 置 く べ き 職 員 の 数 と し

て 都 道 府 県 が 定 め る 数 に 基 づ き 配 置 さ れ る 職 員

（ 市 町 村 立 定 時 制 高 等 学 校 職 員 の 給 与 の 都 道 府 県 負

担 ）

第 二 条 市 （ 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七

号 ） 第 二 百 五 十 二 条 の 十 九 第 一 項 の 指 定 都 市 を 除

く 。 ） 町 村 立 の 高 等 学 校 （ 中 等 教 育 学 校 の 後 期 課 程

を 含 む 。 ） で 学 校 教 育 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十

六 号 ） 第 四 条 第 一 項 に 規 定 す る 定 時 制 の 課 程 （ 以 下

こ の 条 に お い て 「 定 時 制 の 課 程 」 と い う 。 ） を 置 く

も の の 校 長 （ 定 時 制 の 課 程 の ほ か に 同 項 に 規 定 す る

全 日 制 の 課 程 を 置 く 高 等 学 校 の 校 長 及 び 中 等 教 育 学

校 の 校 長 を 除 く 。 ） 、 定 時 制 の 課 程 に 関 す る 校 務 を

つ か さ ど る 副 校 長 、 定 時 制 の 課 程 に 関 す る 校 務 を 整

理 す る 教 頭 、 主 幹 教 諭 （ 定 時 制 の 課 程 に 関 す る 校 務

の 一 部 を 整 理 す る 者 又 は 定 時 制 の 課 程 の 授 業 を 担 任

す る 者 に 限 る 。 ） 並 び に 定 時 制 の 課 程 の 授 業 を 担 任

す る 指 導 教 諭 、 教 諭 、 助 教 諭 及 び 講 師 （ 常 勤 の 者 及

び 地 方 公 務 員 法 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短

時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 者 に 限 る 。 ） の う ち 高 等 学 校

標 準 法 第 七 条 の 規 定 に 基 づ き 都 道 府 県 が 定 め る 高 等

学 校 等 教 職 員 定 数 に 基 づ き 配 置 さ れ る 職 員 （ 高 等 学

校 標 準 法 第 二 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 者 を 含 む 。 ） で あ

る も の の 給 料 そ の 他 の 給 与 、 定 時 制 通 信 教 育 手 当 及

び 産 業 教 育 手 当 並 び に 講 師 （ 高 等 学 校 標 準 法 第 二 十

三 条 第 二 項 に 規 定 す る 非 常 勤 の 講 師 に 限 る 。 ） の 報

酬 等 は 、 都 道 府 県 の 負 担 と す る 。

○ 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第

三 百 三 号 ）

（ 教 職 員 の 給 与 及 び 報 酬 等 に 要 す る 経 費 の 国 庫 負

担 ）

第 二 条 国 は 、 毎 年 度 、 各 都 道 府 県 ご と に 、 公 立 の 小

学 校 、 中 学 校 、 義 務 教 育 学 校 、 中 等 教 育 学 校 の 前 期

課 程 並 び に 特 別 支 援 学 校 の 小 学 部 及 び 中 学 部 （ 学 校

給 食 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 号 ） 第 六 条 に 規

定 す る 施 設 を 含 む も の と し 、 以 下 「 義 務 教 育 諸 学

校 」 と い う 。 ） に 要 す る 経 費 の う ち 、 次 に 掲 げ る も

の に つ い て 、 そ の 実 支 出 額 の 三 分 の 一 を 負 担 す る 。

た だ し 、 特 別 の 事 情 が あ る と き は 、 各 都 道 府 県 ご と

の 国 庫 負 担 額 の 最 高 限 度 を 政 令 で 定 め る こ と が で き

る 。
一 市 （ 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七

号 ） 第 二 百 五 十 二 条 の 十 九 第 一 項 の 指 定 都 市 （ 以



下 「 指 定 都 市 」 と い う 。 ） を 除 き 、 特 別 区 を 含

む 。 ） 町 村 立 の 義 務 教 育 諸 学 校 に 係 る 市 町 村 立 学

校 職 員 給 与 負 担 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 三 十 五

号 ） 第 一 条 に 掲 げ る 職 員 の 給 料 そ の 他 の 給 与 （ 退

職 手 当 、 退 職 年 金 及 び 退 職 一 時 金 並 び に 旅 費 を 除

く 。 ） 及 び 報 酬 等 に 要 す る 経 費 （ 以 下 「 教 職 員 の

給 与 及 び 報 酬 等 に 要 す る 経 費 」 と い う 。 ）

二 都 道 府 県 立 の 中 学 校 （ 学 校 教 育 法 （ 昭 和 二 十 二

年 法 律 第 二 十 六 号 ） 第 七 十 一 条 の 規 定 に よ り 高 等

学 校 に お け る 教 育 と 一 貫 し た 教 育 を 施 す も の に 限

る 。 ） 、 中 等 教 育 学 校 及 び 特 別 支 援 学 校 に 係 る 教

職 員 の 給 与 及 び 報 酬 等 に 要 す る 経 費

三 都 道 府 県 立 の 義 務 教 育 諸 学 校 （ 前 号 に 規 定 す る

も の を 除 く 。 ） に 係 る 教 職 員 の 給 与 及 び 報 酬 等 に

要 す る 経 費 （ 学 校 生 活 へ の 適 応 が 困 難 で あ る た め

相 当 の 期 間 学 校 を 欠 席 し て い る と 認 め ら れ る 児 童

又 は 生 徒 に 対 し て 特 別 の 指 導 を 行 う た め の 教 育 課

程 及 び 夜 間 そ の 他 特 別 の 時 間 に お い て 主 と し て 学

齢 を 経 過 し た 者 に 対 し て 指 導 を 行 う た め の 教 育 課

程 の 実 施 を 目 的 と し て 配 置 さ れ る 教 職 員 に 係 る も

の に 限 る 。 ）

○ 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 法 第 二 条 た だ し 書 及 び 第

三 条 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 教 職 員 の 給 与 及

び 報 酬 等 に 要 す る 経 費 の 国 庫 負 担 額 の 最 高 限

度 を 定 め る 政 令 （ 平 成 十 六 年 政 令 第 百 五 十 七

号 ）

（ 定 義 ）

第 一 条 こ の 政 令 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の

意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

一 ～ 三 （ 略 ）

四 都 道 府 県 教 員 基 礎 給 料 月 額 各 都 道 府 県 ご と

に 、 当 該 年 度 の 五 月 一 日 に 在 職 す る 都 道 府 県 及 び

市 （ 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ）

第 二 百 五 十 二 条 の 十 九 第 一 項 の 指 定 都 市 （ 以 下

「 指 定 都 市 」 と い う 。 ） を 除 き 、 特 別 区 を 含 む 。

以 下 同 じ 。 ） 町 村 の 設 置 す る 小 学 校 、 中 学 校 及 び

義 務 教 育 学 校 並 び に 中 等 教 育 学 校 の 前 期 課 程 （ 以

下 「 都 道 府 県 及 び 市 町 村 の 設 置 す る 小 学 校 等 」 と

い う 。 ） の 一 般 教 職 員 （ 栄 養 教 諭 等 （ 学 校 給 食 法

（ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 百 六 十 号 ） 第 七 条 に 規 定 す

る 職 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 、 寄 宿 舎 指 導 員 及 び

事 務 職 員 を 除 く 。 以 下 こ の 号 及 び 第 十 二 号 に お い

て 同 じ 。 ） （ 都 道 府 県 立 の 小 学 校 、 中 学 校 （ 学 校

教 育 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十 六 号 ） 第 七 十 一

条 の 規 定 に よ り 高 等 学 校 に お け る 教 育 と 一 貫 し た

教 育 を 施 す も の を 除 く 。 次 号 、 第 六 号 及 び 第 八 号

に お い て 同 じ 。 ） 及 び 義 務 教 育 学 校 に あ っ て は 、

義 務 教 育 費 国 庫 負 担 法 第 二 条 第 三 号 に 規 定 す る 教

育 課 程 の 実 施 を 目 的 と し て 配 置 さ れ る 教 職 員 （ 以

下 「 特 定 教 育 課 程 担 当 教 職 員 」 と い う 。 ） で あ る

も の に 限 る 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 ） の 一 人

当 た り の 給 料 （ 給 料 の 調 整 額 及 び 教 職 調 整 額 を 除

く 。 以 下 同 じ 。 ） の 月 額 と し て 、 国 家 公 務 員 の 俸

給 、 学 校 教 育 の 水 準 の 維 持 向 上 の た め の 義 務 教 育

諸 学 校 の 教 育 職 員 の 人 材 確 保 に 関 す る 特 別 措 置 法

（ 昭 和 四 十 九 年 法 律 第 二 号 。 以 下 「 人 材 確 保 法 」

と い う 。 ） 第 三 条 の 規 定 に よ り 講 じ ら れ て い る 措

置 並 び に 当 該 都 道 府 県 に お け る 経 験 年 数 別 の 都 道

府 県 及 び 市 町 村 の 設 置 す る 小 学 校 等 の 一 般 教 職 員

の 実 数 等 を 勘 案 し て 文 部 科 学 省 令 で 定 め る と こ ろ

に よ り 算 定 し た 額 を い う 。

五 都 道 府 県 教 員 算 定 基 礎 定 数 各 都 道 府 県 ご と

に 、 当 該 年 度 の 五 月 一 日 現 在 に お い て 、 都 道 府 県

及 び 市 町 村 の 設 置 す る 小 学 校 等 の 校 長 、 副 校 長 、

教 頭 、 主 幹 教 諭 、 指 導 教 諭 、 教 諭 、 養 護 教 諭 、 助

教 諭 、 養 護 助 教 諭 及 び 講 師 （ 第 十 三 号 に お い て

「 校 長 及 び 教 諭 等 」 と い う 。 ） （ 都 道 府 県 立 の 小

学 校 、 中 学 校 及 び 義 務 教 育 学 校 に あ っ て は 、 特 定

教 育 課 程 担 当 教 職 員 で あ る も の に 限 る 。 ） に つ い

て 、 標 準 法 第 六 条 の 二 の 規 定 に よ り 算 定 し た 数 、

標 準 法 第 三 条 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 規 定 す る 学

級 編 制 の 標 準 に よ り 算 定 し た 学 級 数 に 基 づ き 標 準

法 第 七 条 及 び 第 八 条 の 規 定 に よ り 算 定 し た 数 、 地

方 教 育 行 政 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 三

十 一 年 法 律 第 百 六 十 二 号 ） 第 十 八 条 第 四 項 後 段 の

規 定 に よ り 指 導 主 事 に 充 て ら れ る も の と し て 文 部

科 学 大 臣 が 財 務 大 臣 と 協 議 し て 定 め た 数 並 び に 標

準 法 第 十 八 条 第 一 号 及 び 第 四 号 か ら 第 六 号 ま で に

掲 げ る 者 （ 以 下 「 産 休 代 替 教 職 員 等 」 と い う 。 ）

の 実 数 の 合 計 数 か ら 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関

す る 法 律 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） 第 二 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 育 児 休 業 を し て い る 者 （ 以 下 「 育 児

休 業 者 」 と い う 。 ） 、 地 方 公 務 員 法 第 二 十 六 条 の

六 第 一 項 の 規 定 に よ り 配 偶 者 同 行 休 業 を し て い る

者 （ 以 下 「 配 偶 者 同 行 休 業 者 」 と い う 。 ） 、 同 法



第 五 十 五 条 の 二 第 一 項 た だ し 書 の 許 可 を 受 け た 者

（ 以 下 「 専 従 職 員 」 と い う 。 ） そ の 他 文 部 科 学 省

令 で 定 め る 者 の 実 数 の 合 計 数 を 減 じ た 数 を い う 。

六 ～ 十 八 （ 略 ）

（ 国 庫 負 担 額 の 最 高 限 度 額 ）

第 二 条 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 法 第 二 条 の 規 定 に よ る 国

庫 負 担 額 は 、 当 該 年 度 に お け る 同 条 に 規 定 す る 経 費

（ 以 下 「 教 職 員 の 給 与 及 び 報 酬 等 に 要 す る 経 費 」 と

い う 。 ） の 実 支 出 額 の 合 計 額 が 、 次 に 定 め る と こ ろ

に よ り 算 定 し た 額 の 合 計 額 （ 以 下 「 都 道 府 県 算 定 総

額 」 と い う 。 ） を 超 え る 都 道 府 県 に つ い て は 、 当 該

都 道 府 県 算 定 総 額 の 三 分 の 一 を 最 高 限 度 と す る 。

一 都 道 府 県 教 員 基 礎 給 料 月 額 に 都 道 府 県 教 員 算 定 基

礎 定 数 を 乗 じ て 得 た 額 に 十 二 を 乗 じ て 得 た 額

二 ～ 五 （ 略 ）

２ （ 略 ）


